
   東広島市借地公園の設置に関する要綱 

 

平成２２年３月３１日 

告示第１１２号 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、市が無償で借り受けた土地に都市公園（都市公園法（昭和３１年法律

第７９号）第２条第１項第１号に規定する都市公園をいう。以下同じ。）を整備すること

により、人口が集中する地域における公園又は緑地の確保を促進し、もって都市の良好な

生活環境の形成に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において「借地公園」とは、市が第６条第１項の契約を締結して設置する

都市公園をいう。 

 （設置の基準） 

第３条 市は、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当する土地に、当該土地の所有者（以

下「借地公園用地所有者」という。）の申請により、予算の範囲内で、借地公園を設置す

るものとする。 

(1) 借地公園の用に供するための有効な部分の面積が５００平方メートル（当該土地が最

近の国勢調査の結果による人口集中地区の区域に所在する場合は、２５０平方メート

ル）以上２,５００平方メートル未満であること。 

(2) 次に掲げる区域内のいずれかに所在すること。 

ア 用途地域（都市計画法第８条第１項第１号に規定する用途地域をいう。以下この号

において同じ。）（工業地域及び工業専用地域を除く。）の区域 

イ 特定保留区域（土地区画整理事業その他の計画的な市街地の整備に係る事業を実施

する見通しが明らかになった際に随時市街化区域に編入することとしている区域をい

う。）（吉川工業団地の区域を除く。）の区域 

ウ 用途地域の区域以外の区域であって、用途地域の区域の境界線からの距離がおおむ

ね１２５メートル以内の区域 

(3) 当該土地の全部又は一部が、次に掲げる区域に含まれるものでないこと。 

ア 工業団地、流通団地、公共団体が施行した土地区画整理事業の施行区域又は大学の

区域 

イ 面積が５００平方メートル以上の既存の都市公園等（都市公園、農村公園、市民体

育施設であるグラウンド、コミュニティスポーツ広場、自然公園、地域公園、多目的

広場及び児童遊園をいう。）又は借地公園の用に供する土地の境界線からの距離が２

５０メートル未満の区域 



(4) 幅員が４メートル以上の道路（建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第

１項に規定する道路をいう。）に２メートル以上接していること。 

(5) 土地の形状がおおむね整形であり、かつ、周囲の空間が開放性を有することその他都

市公園として整備をするための適当な条件を備えていること。 

(6) 当該土地の周辺の区域の人口及び地形の状況からみて、市民が容易に利用することが

できる位置に所在すること。 

(7) 宅地の開発に伴い公園を設置するものでないこと。 

(8) 所有権、占有権等の権利関係が整理されており、かつ、当該土地を借地公園の用に供

するに当たって妨げとなる権利が存しないこと。 

(9) 当該土地を借地公園の用に供することを内容とする地上権を設定することができるこ

と。 

(10) 当該土地を借地公園の用に供するために農地法（昭和２７年法律第２２９号）その

他の法令の規定による手続を要する場合は、当該手続が完了していること。 

 （設置の申請） 

第４条 借地公園の設置を申請しようとする者は、東広島市借地公園設置申請書（別記様式

第１号）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。 

(1) 東広島市借地公園設置承諾書（別記様式第２号） 

(2) 登記嘱託承諾書（別記様式第３号） 

(3) 位置図（別記様式第４号） 

(4) 不動産登記法（平成１６年法律第１２３号）第１４条第１項の地図の写し 

(5) 当該土地の登記事項証明書 

 （設置等の決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容の審査及び必要な調査を

行い、借地公園を設置することを決定したときは東広島市借地公園設置決定通知書（別記

様式第５号）により、設置しないことを決定したときは東広島市借地公園設置不承認決定

通知書（別記様式第６号）により、当該申請をした者に対し、その旨を通知するものとす

る。 

 （契約の締結等） 

第６条 市長は、前条の規定により借地公園の設置の決定をしたときは、地上権設定契約書

（別記様式第７号）により、地上権の設定契約を当該借地公園用地所有者との間で締結す

るものとする。 

２ 市は、地上権の設定及び解除に関する費用を負担するものとする。 

 （借地公園の整備） 

第７条 市長は、前条第１項の契約を締結したときは、当該借地公園用地所有者の承諾を得

た上で、予算の範囲内で、埋立て、盛土、整地その他の当該土地を借地公園の用に供する



ために必要な敷地の整備を行い、又は当該土地に公園施設（都市公園法第２条第２項に規

定する公園施設のうち、ベンチ、さくその他の市長が必要と認めるものに限る。以下同

じ。）を設置することができる。 

 （契約期間等） 

第８条 第６条第１項の契約の期間は１５年とし、借地料は無償とする。 

２ 市長は、前項に定める契約期間が満了した後においても、引き続き、当該土地を借地公

園の用に供しようとするときは、契約期間を５年間延長することができる。 

３ 前項の規定により契約期間を延長した後に更にこれを延長しようとする場合における契

約期間は、当該借地公園用地所有者との協議により定める。 

４ 借地公園用地所有者は、第１項の契約期間（前２項の規定により契約期間を延長した場

合においては、当該延長後の契約期間。以下同じ。）の間においては、当該土地の返還を

請求することができない。ただし、市長がやむを得ない事由があると認めるときは、この

限りでない。 

５ 前項ただし書の規定により第６条第１項の契約を解除した場合においては、当該借地公

園に設置された公園施設は、第１２条第１項の規定にかかわらず、当該借地公園用地所有

者が撤去しなければならない。 

 （権利の譲渡等） 

第９条 借地公園用地所有者は、当該土地の所有権を第三者に譲渡し、又は当該土地の使用

を制限する権利を第三者のために設定し、若しくは当該設定した権利が第三者に譲渡され

るときは、当該第三者に対し、第６条第１項の契約に係る義務を承継させ、又は当該土地

を市が借地公園の用に供することについて承認させなければならない。 

２ 借地公園用地所有者は、前項に規定する場合においては、同項の権利の譲渡又は設定に

ついて、あらかじめ、市長に届け出なければならない。 

３ 市長は、前項の規定による届出があったときは、当該借地公園用地所有者に対し、当該

土地が引き続き借地公園の用に供されるために必要な措置をとるべきことを指示すること

ができる。 

 （固定資産税及び都市計画税の非課税） 

第１０条 市長は、この要綱の規定により借地公園の用に供されている土地に対しては、地

方税法（昭和２５年法律第２２６号）第３４８条第２項第１号及び第７０２条の２第２項

の規定により、固定資産税及び都市計画税を課さないものとする。 

 （維持管理） 

第１１条 借地公園の清掃、草刈りその他の軽微な維持管理は、当該借地公園用地所有者及

び当該借地公園の地域住民が行うものとする。 

 （土地の返還） 

第１２条 借地公園の用に供された土地の返還は、当該借地公園用地所有者との協議に基づ



いて、市が公園施設を撤去した上で行うものとする。 

２ 前項の場合においては、市は、当該土地の区画形質については、その引渡しをしようと

するときの状態で返還すれば足りる。 

 （庶務） 

第１３条 借地公園に関する庶務は、都市部都市整備課において処理する。 

 （委任） 

第１４条 この要綱に定めるもののほか、借地公園に関し必要な事項は、都市部長が別に定

める。 

   附 則 

 この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 



別記様式第１号（第４条関係） 

 

東広島市借地公園設置申請書 

 

                             平成  年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                   申請者 住  所 

                       氏  名            ㊞  

                       電話番号（    ）   － 

 

 借地公園の設置について、東広島市借地公園設置要綱第４条の規定により次のとおり申請

します。 

 

１ 申請内容 

土 地 の 所 在 地 東広島市 

地 目  

地 積          ㎡ 

期 間 １５年間 

住 所  
土地の所有者の

住 所 及 び 氏 名 
氏 名  

２ 添付書類 

 (1) 東広島市借地公園設置承諾書 

 (2) 登記嘱託承諾書 

 (3) 位置図 

 (4) 不動産登記法第１４条第１項の地図の写し 

 (5) 当該土地の登記事項証明書 

 



別記様式第２号（第４条関係） 

 

東広島市借地公園設置承諾書 

 

                             平成  年  月  日  

 

 東広島市長 様 

 

                       住  所 

                       氏  名            ㊞  

                       電話番号（    ）   － 

 

 私の所有する次の土地に、借地公園を設置することについて承諾します。 

 

土地の表示 

所 在 地 地  目 地  積 

東広島市   

東広島市   

東広島市   

東広島市   

東広島市   

 



別記様式第３号（第４条関係） 

 

登記嘱託承諾書 

 

 末尾の土地について、東広島市を権利者とする次の内容の地上権設定登記を嘱託すること

を承諾します。 

 

  平成  年  月  日 

 

                        住 所 

                        氏 名            ㊞  

 

 東広島市長 様 

 

登 記 の 目 的 地上権設定 

原 因 平成  年  月  日設定契約 

地上権設定の目的 公園の設置 

存 続 期 間 地上権設定契約が締結された日から公園の用途廃止が行われるまでの期 

 間 

地 代 無償 

 

土地の表示 

所 在 地 地  目 地  積 

東広島市   

東広島市   

東広島市   

東広島市   

東広島市   

 



別記様式第４号（第４条関係） 

 

位  置  図 

 

                                    Ｎ 



別記様式第５号（第５条関係） 

 

東広島市借地公園設置決定通知書 

 

                             東広    第   号  

                             平成  年  月  日  

 

           様 

 

                            東 広 島 市 長  □印   

 

 平成  年  月  日付けで申請のあった借地公園の設置については、次のとおり設置

することに決定したので、東広島市借地公園設置要綱第５条の規定により通知します。 

 

１ 土 地 の 所 在   東広島市 

 

２ 着工予定年月日   平成  年  月  日 

 



別記様式第６号（第５条関係） 

 

東広島市借地公園設置不承認通知書 

 

                             東広    第   号  

                             平成  年  月  日  

 

           様 

 

                            東 広 島 市 長  □印   

 

 平成  年  月  日付けで申請のあった借地公園の設置については、次の理由により

設置しないこととしましたので、東広島市借地公園設置要綱第５条の規定により通知しま

す。 

 

理由 

 



別記様式第７号（第６条関係） 

 

地上権設定契約書 

 

 東広島市を甲とし、        を乙とし、甲と乙は、次のとおり地上権設定契約を

締結した。 

 （目的） 

第１条 甲は、借地公園の設置及び維持管理を目的として、乙が所有する次の土地に地上権

を設定する。 

 土地の表示 

所 在 地 地  番 地  目 地  積 

東広島市    

 （存続期間） 

第２条 地上権の存続期間は、この契約の締結日から平成  年  月  日までとする。 

 （地代） 

第３条 地代は、無償とする。 

 （借地公園の整備） 

第４条 甲は、乙の承諾を得た上で、埋立て、盛土、整地その他の第１条に掲げる土地（以

下「土地」という。）を公園の用に供するために必要な敷地の整備を行い、又は土地にベ

ンチ、さくその他の施設（以下「公園施設」という。）を設置することができる。 

 （維持管理） 

第５条 土地の清掃、草刈りその他の軽微な維持管理は、乙及び地域住民が行うものとす

る。 

 （権利の譲渡等） 

第６条 乙は、土地の所有権を第三者に譲渡するとき、又は土地の使用を制限する権利を第

三者のために設定するとき、若しくは当該設定した権利が第三者に譲渡されるときは、当

該第三者に対し、この契約に規定する義務を承継させ、又は土地を甲が公園の用に供する

ことについて承認させなければならない。 

２ 乙は、前項に規定する場合においては、同項の権利の譲渡又は設定について、あらかじ

め、甲に届け出なければならない。 

３ 甲は、前項の規定による届出があったときは、乙に対し、土地が引き続き公園の用に供

されるために必要な措置をとるべきことを指示することができる。 

 （土地の返還） 

第７条 土地の返還は、乙との協議に基づき、甲が公園施設を撤去した上で行うものとす



る。ただし、乙の事情により第２条に定める期間が満了する前に土地を返還する場合は、

乙がこれを撤去するものとする。 

２ 前項の場合においては、甲は、土地の区画形質については、その引渡しをしようとする

ときの状態で返還すれば足りる。 

 （疑義の解決） 

第８条 この契約に定めのない事項その他この契約に関し疑義の生じた事項については、甲

及び乙が協議して定めるものとする。 

 この契約の締結を証するため、契約書２通を作成し、甲と乙が記名押印をして、各自その

１通を所持する。 

 

  平成  年  月  日 

 

                 甲  東広島市 

                    代表者 東広島市長          □印   

 

                 乙  住 所 

                    氏 名                ㊞  

 


